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ＢＣＰ・ＢＣＭとは

事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）

 災害時に特定された重要業務が中断しないこと、また万一事
業活動が中断した場合に目標復旧時間内に重要な機能を再開
させ、業務中断に伴う顧客取引の競合他社への流出、マー
ケットシェアの低下、企業評価の低下などから企業を守るた
めの経営戦略。バックアップシステムの整備、バックアップ
オフィスの確保、安否確認の迅速化、要員の確保、生産設備
の代替などの対策を実施する（Business Continuity Plan: 
BCP）。

 ここでいう計画とは、単なる計画書の意味ではなく、マネジ
メント全般を含むニュアンスで用いられている。マネジメン
トを強調する場合は、BCM（Business Continuity 
Management）とする場合もある。

（内閣府ＨＰより） 

TADASHI OKAMOTO



安全配慮義務：

ある法律関係に基づいて特別な社会接触関係に入った当事者間
において、当該法律関係の付随義務として当事者の一方または
双方が相手方に対して信義則上負う義務。生命及び健康等を危
険から保護するよう配慮すべき義務。自然災害による危険発生
の場合にも当然に安全配慮義務を負う。

善管注意義務：

委任契約の受任者（役員）は、委任者（組織）に対して、委任
の本旨に従い善良なる管理者の注意をもって委任事務を処理す
る。従業員らの生命・健康・財産の安全を自然災害から守るこ
とは、善管注意義務の内容と考えるべき。

TADASHI OKAMOTO

リーガル・リスクの視点から



内部統制システム構築義務：

会社法・会社法施行規則で明示された大会社における取締役会
決議事項。いわゆる「内部統制システム構築義務」。あらゆる
組織に応用できる考え方として参考になる。企業業務適正の判
断のために必要な項目として「当該株式会社の損失の危険の管
理に関する規程その他の体制」が法令に明記されている。いわ
ゆる危機管理マニュアルや事業継続計画（BCP）を含むものと
考えてよいだろう。

企業は大規模事故や自然災害の脅威のなかでの組織の事業継続
（ＢＣ）の前提として、労働契約を締結している職員について
は勿論、顧客、施設利用者、その他関係者の生命・身体等を守
ることが、経営戦略上最も重要なミッションとなる。）

TADASHI OKAMOTO

リーガル・リスクの視点から



ＢＣＰとは

人材を組織に繋ぎとめる準備

自らの具体的職務を続ける準備

ステークホルダーの安全確保と連携

いつ、だれが、何を 判断するかの準備

安全配慮義務・善管注意義務
内部統制システム構築義務
（損失危険管理体制の構築）

の領域

安全配慮義務・善管注意義務
内部統制システム構築義務
（損失危険管理体制の構築）

の領域

既存
BCP
概念





安全配慮義務：

具体的な規模や事象がいつ起きるか予測できないとしても、
「安全配慮義務」は常に追っていることが裁判所によって
明確にされている。

「…本件に即して言えば，被告は，本件被災行員ら３名が
使用者又は上司の指示に従って遂行する業務を管理するに
当たっては，その生命及び健康等が地震や津波といった自
然災害の危険からも保護されるよう配慮すべき義務を負っ
ていたというべきである。」（平成26年2月25日仙台地裁
判決）

自然災害と安全配慮義務



仙台地裁 平成26年2月25日 判決

東日本大震災の津波により銀行支店の屋上に避難していた支店長を含む銀
行員ら１２名が死亡した事故。うち３名の遺族が訴訟提起。銀行の安全配
慮義務違反はないとされ、損害賠償請求が認められなかった。

七十七銀行女川支店訴訟

仙台地裁 平成27年1月13日 判決

東日本大震災に伴う津波により、株式会社常磐山元自動車学校の自動車教
習所の教習生（２５名、いずれも１８～１９歳）と職員１名が犠牲になっ
た事故。教習契約に基づく安全配慮義務違反があるとし、会社に対する損
害賠償請求を認めた。

常磐山元自動車学校訴訟

東日本大震災と津波被災訴訟



災害発生前からのマニュアルの整備義務などの違反はない

災害発生後の３時３０分には、現場にて広報車が津波襲来を知らせたこと
を教員は察知したが、その後の避難誘導先を裏山ではなく三角地帯とする
など避難誘導先を誤った。

大川小学校津波訴訟 第1審

仙台高裁 平成30年4月26日に仙台高等裁判所

災害発生前からのマニュアルの整備義務違反・教員らへの訓練違反・マ
ニュアル周知違反がそもそもあった。マニュアルがあれば、最初の地震の
速報の段階で、決められた通り適切な避難先へ誘導できた。

大川小学校津波訴訟 控訴審

東日本大震災と津波被災訴訟



災害後の情報収集義務災害後の情報収集義務

情報取得後の判断能力情報取得後の判断能力
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ＢＣＰのポイント・教訓を抽出



内部リスクコミュニケーション

被災後に過酷な環境に置かれ、肉体的・精神
的・経済的負担から離職してしまえば、組織と
しても事業継続の担い手を失うことになってし
まう。

そこで、災害発生のリスクや、災害後に被災
者を安心させるための内部に向けた「リスクコ
ミュニケーション」の実施を平時から丁寧に
行っておくことが重要ではないか。



災害時にできるかぎり情報を収集

できるかぎり適切な判断を尽くす

その前提となるのがBCPの整備と

すべての構成員に対して

BCPを「自分ごと」にする

「全社員への『啓発』プログラム」

人材育成の視点



原子力規制庁（放射線対策委託費 放射線安全規制研究
戦略的推進事業費 放射線安全規制研究推進事業）から
委託を受けた「原子力災害拠点病院のモデルBCP及び外
部評価等に関する調査及び開発」



厚生労働省事業継続計画（ＢＣＰ）策定研修事業における
「安全配慮義務」の視点について学ぶ新たな研修コンテンツの作成



BCP
Business Continuity Plan

B CP
Business and             Continuity Plan



被災とは「お金とくらし」の困難

岡本正監修『被災後の生活再建のてびき』（東京法規出版）より



東日本大震災4万件超・熊本地震１万2千件超（約1年間）



西日本豪雨 （2018年7月11日～10月31日：３２３０件）
※日本弁護士連合会による第二次分析結果



生活を取り戻す知恵を備える
再建へのステップを意識する
岡本正『被災したあなたを助けるお金とくらしの話 増補版』（弘文堂）より



生活を取り戻す知恵を備える
再建へのステップを意識する
岡本正『被災したあなたを助けるお金とくらしの話 増補版』（弘文堂）より









朝日新聞デジタル（2022年1月31日）
ハザードマップ講習会
『被災したあなたを助けるお金とくらしの話』





【目標１１】

包括的で安全かつ強靭（レジリエント）で
持続可能な都市及び人間居住を実現
する

●１１－５

２０３０年までに、貧困層及びぜい弱な
立場にある人々の保護に焦点をあてなが
ら、水関連災害などの災害による死者や
被災者数を大幅に減らす。

●11ーｂ

2020 年までに、包含、資源効率、気候
変動の緩和と適応、災害に対する強靱さ
（レジリエンス）を目指す総合的政策及び
計画を導入・実施した都市及び人間居
住地の件数を大幅に増加させ、仙台防
災枠組 2015-2030 に沿って、あらゆるレ
ベルでの総合的な災害リスク管理の策
定と実施を行う。



【目標１３】

変動及びその影響を軽減するため
の緊急対策を講じる

●１３－１

すべての国々において、気候関連
災害や自然災害に対する強靱性
（レジリエンス）及び適応力を強化
する。



参考文献
プロローグ

第1部 新型コロナウイルス感染症と災害復興法学―COVID-19
第1章 新型コロナウイルス感染症は災害か： 災害対策の知恵を感染症に活
かせ
第2章 新型コロナウイルス感染症とリーガル・ニーズ： 動き出す法律家たち
第3章 感染症対策にも被災ローン減免制度を： 被災ローン減免制度コロナ
特則とガイドライン立法化提言
第4章 新型コロナ関係給付金を差押えから保護せよ： 特別定額給付金等を
巡る諸課題
第5章 オンラインで契約紛争解決： 弁護士会の新型コロナADR・ODR
第6章 正しい情報と正しい判断で職員・顧客を守る： 新型感染症対策と
BCP・BCM
第7章 新型コロナウイルス感染症に立ち向かう知識の備え： あなたを助ける
お金とくらしの話

第2部 異常気象と災害復興法学―DISASTERS
第1章 西日本豪雨とリーガル・ニーズ： 豪雨災害の声を徹底分析
第2章 令和元年台風被害とリーガル・ニーズ： 巨大台風襲来の大きな爪痕
第3章 義援金差押え禁止法恒久化： 水害と感染症と恒久法への道のり
第4章 終らない半壊の涙・境界線の明暗： 災害ケースマネジメントで申請主
義の壁を乗り越えろ
第5章 避難所TKBと感染症対策： 災害救助法の柔軟運用と限界
第6章 続・続・個人情報は個人を救うためにある： 災害と個人情報利活用
第7章 救えた命、失われゆく声： 命を守る災害関連死データの集積と分析
第8章 首都直下地震発生、東京から脱出せよ： 東京「仮」住まい

第3部 分野を超越するこれからの災害復興法学―RESILIENCE FOR 
ALL HAZARDS
第1章 知識の常備薬をポケットに： いつでも、どこででも、だれでも学べる社
会教育としての災害復興法学
第2章 知識を伝えるのはあなた： 命を繋ぐ災害ソーシャルワークと災害復興
法学
第3章 その時メディアは何を伝えるか： 被災者支援報道と災害復興法学
第4章 災害看護の力の源泉： 健康支援・医療支援としての災害復興法学
第5章 会社は人でできている： 組織のリスクマネジメントと災害復興法学
第6章 災害法務の専門人材を創れ： 公共政策学としての災害復興法学
第7章 災害復興法学が目指す生活復興基本法： 被災者のリーガル・ニーズ
から基本法を創る

エピローグ： 14歳のための災害復興法学



参考文献

この国の未来を担うあなたへ
これは被災地4万人の
声が導いた、
復興政策の軌跡と
未来への道標である

2014年 慶應義塾大学出版会



参考文献この国の未来を担うあなたへ
復興政策の軌跡は、
未来をつくる希望の種になる。

2018年 慶應義塾大学出版会



参考文献声は届く、ともに歩んでいこう。

第1章  災害復興法学の体系化を目指して
第2章  災害時の無料法律相談分析の意義と

  災害復興法学に関する先行研究
第3章  東日本大震災無料法律相談情報分析結果
第4章  広島市豪雨災害無料法律相談情報分析結果
第5章  熊本地震無料法律相談データ分析結果
第6章  リーガル・ニーズの分析と災害復興政策の実現
第7章  分野横断的な復興政策モデルの構築
第8章  災害復興法学の実践
第9章  考察
第10章 結論と展望

2018年 勁草書房（ＫＤＤＩ叢書）

【受賞御礼】日本公共政策学会
2019年度学会賞『奨励賞』



参考文献

図書館はやはり
『学びの場』
第1部 「知る」
第2部 「伝える」
第3部 「つくる」
災害が起こったとき、不安を抱える被災者
の生活再建のために、図書館が担える役割
とは何でしょうか。「生活再建への知識」「備
えの防災教育」をキーワードに、地域を支え
る情報拠点であり、だれにでも開かれた生
涯学習の場である図書館へ。

2019年 樹村房

玉有朋子先生による
ファシリテーション・
グラフィックも掲載！



参考文献







 

毎日新聞 2020年 4月 23日朝刊 総合 4面 

ひと：岡本正さん＝被災時に役立つ知識をまとめ出版した弁護士 

東京中日新聞 2020年3月12日朝刊

共同通信配信 2020年3月全国地方紙掲載



銀座パートナーズ法律事務所パートナー弁護士。博士（法学）。気象予報士。マンション管理士。
ファイナンシャルプランナー（AFP）。医療経営士(２級)。防災士。防災介助士。岩手大学地域防災研究
センター客員教授。北海道大学公共政策学研究センター上席研究員。人と防災未来センター特別研究調
査員。慶應義塾大学・青山学院大学ビジネス法務専攻・長岡技術科学大学・日本福祉大学・神戸市看護
大学等の非常勤講師。2013年度から2016年度には中央大学大学院公共政策研究科客員教授も務めた。
2017年9月20日、博士論文「災害復興法学の体系―リーガル・ニーズと復興政策の軌跡―」により新潟大
学大学院現代社会文化研究科より『博士（法学）』の学位を取得。
1979年生。神奈川県鎌倉市出身。2001年慶應義塾大学法学部法律学科卒業、同年に司法試験合格。

2003年に弁護士登録し、田邊・矢野・八木法律事務所（現在名）に10年勤務したのち、2013年8月に独立
し岡本正総合法律事務所を設立。2016年4月に銀座パートナーズ法律事務所を設立。
弁護士ほか専門資格と豊富な行政内弁護士経験を活かし、企業、個人、行政、政策、教育など幅広い
法律分野を扱う。2009年10月から2011年10月まで内閣府行政刷新会議事務局上席政策調査員として、行
政改革・規制改革・政府系法人改革・行政事業レビューなど行政改革・政策立案を担当する。東日本大
震災を契機として、2011年4月から12月まで日弁連災害対策本部嘱託室長にも就任。東日本大震災の４万
件の無料法律相談データベース策定を提言し、その責任者となる。2011年12月から2017年7月まで文部科
学省原子力損害賠償紛争解決センター総括主任調査官に就任し、組織体制の構築や仲介基準策定をはじ
め多数の案件に関わる。2012年には、リーガルニーズと復興政策の軌跡をとりまとめ、法学と政策学を
融合した「災害復興法学」を大学に創設。講義などの取り組みは、『危機管理デザイン賞2013』『第６
回若者力大賞ユースリーダー支援賞』などを受賞。
内閣官房、内閣府、総務省、中小企業庁、東京都、神奈川県ほか産学官の公職多数。その他企業や行

政機関の役職・アドバイザー・専門委員等多数。NHK「視点・論点」、読売新聞「顔」、朝日新聞「ひ
と」、毎日新聞「ひと」、東京新聞「この人」他メディアにおける有識者出演多数。
代表著書に『災害復興法学：リーガル・ニーズと復興政策の軌跡』（勁草書房／日本公共政策学会奨

励賞受賞）、『災害復興法学』（慶應義塾大学出版会）、『災害復興法学Ⅱ』（同）、『非常時対応の
社会科学法学と経済学の共同の試み』（有斐閣）、『公務員弁護士のすべて』（第一法規）、『被災し
たあなたを助けるお金とくらしの話』（弘文堂）、『図書館のための災害復興法学』（樹村房）などが
ある。

岡本 正（Tadashi OKAMOTO）
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